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なぜ、いま、利用者の負担をとりあげるのか？

利用者とは誰か？

➢使用料の増加はエアラインによる運賃への転嫁を通じて旅
客の負担を増やすのか？

➢インバウンド旅客が増加しており、空港の設計と同様に、負
担も考え直す必要はないだろうか？

今後も空港（インフラ）にコストは必要か？

➢「運営の時代」にどれほどの支出が必要か？

➢空港民営化の影響は？

➢空港経営の行方は？
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１）航空・空港政策が特会に変化をもたらしたか？
２）今後のインフラ負担のあり方はどうあるべきか？



オープンスカイ
需要拡大，経済成長に寄与

LCC参入
運賃低下と需要拡大

航空会社(旅
客)・空港・地
域のメリット

空港経営改革
サービス改善，国民負
担の軽減，地域活性化

成田・羽田の容
量と機能の拡大

航空会社の
競争力強化

インバウンド旅
客の増加
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実行中の航空・空港政策の枠組み

国内線旅客の
増加

地域航空
（有限責任事業
組合：LLP）

空港整備特別勘定

公租公課 民営化の影響

空港コストの必要性

受益
負担

受益
負担


